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Ⅲ 調査票情報等の利用及び提供 

１ 調査票情報の二次利用 

法第32条においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人等は、統計

の作成又は統計的研究（以下「統計の作成等」という。）を行う場合又は統

計調査その他の統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場合には、

その行った統計調査に係る調査票情報を自ら用いること（二次利用）ができ

ると規定されている。 

令和元年度（2019年度）に、国の行政機関又は指定独立行政法人等が、所

管する統計調査の調査票情報を二次利用した件数は674件となっている（表

15、資料22及び資料25参照）。 

表15 法第32条の規定に基づく調査票情報の二次利用 

（令和元年度（2019年度）） 

統計調査 

所管府省等名 
利用件数 統計の作成等を行う

場合 

統計調査その他の統計を作
成するための調査に係る名

簿を作成する場合 

内閣府 4 4 0 

総務省 73 70 3 

財務省 15 13 2 

文部科学省 103 95 8 

厚生労働省 163 159 4 

農林水産省 66 59 7 

経済産業省 104 95 9 

国土交通省 141 137 4 

環境省 4 4 0 

日本銀行 1 1 0 

合計 674 637 37 
（参考） 

平成30年度（2018
年度）の実績 

613 559 54 

（注）令和元年度（2019年度）に利用を開始したものの数（統計調査ごとに計上）であり、平成30年度（2018

年度）以前から継続して利用しているものは含まない。 

２ 調査票情報の提供 

法第33条においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人等は、 

・ 国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他これに準ずる機関

（以下「公的機関等」という。）が、統計の作成等又は統計調査その他の

統計を作成するための調査に係る名簿の作成を行う場合（法第33条第１項

第１号） 

・ 公的機関等が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作成等と

して総務省令で定めるものを行う者が、当該総務省令で定める統計の作成

等を行う場合（法第33条第１項第２号） 

  に、総務省令（統計法施行規則（平成20年総務省令第145号））で定めると

16



 

ころにより、これらの者からの求めに応じ、その行った統計調査に係る調査

票情報をこれらの者に提供することができると規定されている。 

   後者の場合について、統計法施行規則（以下「規則」という。）第11条に

おいては、公的機関等が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作

成等として、 

  ・ 公的機関等が、これらの者以外の者に委託し、又はこれらの者以外の者

と共同して行う調査研究に係る統計の作成等 

  ・ 公的機関等が、その実施に要する費用の全部又は一部を公募の方法によ

り補助する調査研究に係る統計の作成等 

  ・ 国の行政機関の長又は地方公共団体の長その他の執行機関が、その政策

の企画、立案、実施又は評価に有用であると認める統計の作成等その他法

第33条第１項第２号に規定する同等の公益性を有するものとして特別な事

由があると認める統計の作成等 

  であって、規則第42条に規定する調査票情報を適正に管理するために必要な

措置が講じられているものが規定されている。 

   令和元年度（2019年度）に、国の行政機関又は指定独立行政法人等が、法

第33条第１項第１号に該当するとして、調査票情報を提供した件数は2,000

件となっている。また、法第33条第１項第２号に該当するとして、調査票情

報を提供した件数は218件となっている（表16、資料23及び資料25参照）。 

 

表16 法第33条の規定に基づく調査票情報の提供 

（令和元年度（2019年度）） 

統計調査 

所管府省名 

法第33条第１項第１号該当件

数 

（公的機関等への提供） 

法第33条第１項第２号該当件数 
  公的機関等が行う統計作成と同等の公益性を 

有する統計の作成等を行う者への提供 

 統計の作成
等を行う場
合 

統計調査そ
の他の統計
を作成する
ための調査
に係る名簿
を作成する
場合 

 公的機関等
が委託又は
共同して行
う調査研究
に係る統計
の作成等を
行う者への
提供 

公的機関等
が費用の全
部又は一部
を公募の方
法により補
助する調査
研究に係る
統計の作成
等を行う者
への提供 

国の行政機
関又は地方
公共団体そ
の他の執行
機関が政策
の企画、立
案、実施又
は評価に有
用であると
認める等の
統計の作成
等を行う者
への提供 

内閣府    5     5   0   2  0   2  0 

総務省   227   193  34  85 11  74  0 

財務省    11    10   1   1  0   1  0 

文部科学省   195   194   1  19  4  15  0 

厚生労働省  824  823  1  53  2  51  0 

農林水産省    38    37   1   9  0   9  0 

経済産業省  440   426  14  22  0  22  0 

国土交通省   258   258   0  20  4   3 13 
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統計調査 

所管府省名 

法第33条第１項第１号該当件

数 

（公的機関等への提供） 

法第33条第１項第２号該当件数 
  公的機関等が行う統計作成と同等の公益性を 

有する統計の作成等を行う者への提供 

 統計の作成
等を行う場
合 

統計調査そ
の他の統計
を作成する
ための調査
に係る名簿
を作成する
場合 

 公的機関等
が委託又は
共同して行
う調査研究
に係る統計
の作成等を
行う者への
提供 

公的機関等
が費用の全
部又は一部
を公募の方
法により補
助する調査
研究に係る
統計の作成
等を行う者
への提供 

国の行政機
関又は地方
公共団体そ
の他の執行
機関が政策
の企画、立
案、実施又
は評価に有
用であると
認める等の
統計の作成
等を行う者
への提供 

環境省     2     2   0   7  1   2  4 

合計 2,000 1,948  52 218 22 179 17 

（参考） 
平成30年度（2018年

度）の実績 
2,358 2,200 158 382 44 299 39 

（注）令和元年度（2019年度）に利用を開始したものの数（統計調査ごとに計上）であり、平成30年度（2018年度）

以前から継続して利用しているものは含まない。 

 

   また、法改正（令和元年（2019年）５月施行）により、法第33条の２の規

定が設けられ、同条第１項においては、国の行政機関の長又は指定独立行政

法人等は、上述の法第33条第１項に定めるもののほか、総務省令で定めると

ころにより、一般からの求めに応じ、その行った統計調査に係る調査票情報

を学術研究の発展に資する統計の作成等その他の行政機関の長又は指定独立

行政法人等が行った統計調査に係る調査票情報の提供を受けて行うことにつ

いて相当の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定めるものを行う

者に提供することができると規定されている。 

   行政機関の長又は指定独立行政法人等が行った統計調査に係る調査票情報

の提供を受けて行うことについて相当の公益性を有する統計の作成等につい

て、規則第19条においては、 

・ 学術研究の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第19条第１項

第１号） 

・ 高等教育の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第19条第１項

第２号） 

が規定されている。 

   学術研究の発展に資すると認められる統計の作成等については、 

  ⑴ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する大学若しくは高等

専門学校若しくは同法第124条に規定する専修学校（同法第125条第１項に

規定する専門課程に限る。）（以下「大学等」という。）若しくは公益社

団法人若しくは公益財団法人が行う調査研究（公益社団法人又は公益財団

法人が行う調査研究については、公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律（平成18年法律第49号）第２条第４号に規定する公益目的事

業（⑶において「公益目的事業」という。）に該当するものに限る。以下
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この⑴において同じ。）又はこれらの者がこれらの者以外の者に委託し、

若しくはこれらの者以外の者と共同して行う調査研究に係る統計の作成等 

  ⑵ 大学等に所属する教員が行う調査研究、又は当該教員がこれら以外の者

と共同して行う調査研究に係る統計の作成等 

  ⑶ その実施に要する費用の全部又は一部を大学等、公益社団法人又は公益

財団法人が公募の方法により補助（公益社団法人又は公益財団法人が行う

補助については、公益目的事業に該当するものに限る。）する調査研究に

係る統計の作成等 

  ⑷ 行政機関の長又は地方公共団体の長その他執行機関が、法第33条の２第

１項に規定する相当の公益性を有するものとして特別な事由があると認め

る統計の作成等 

  が規定されている。 

   令和元年度（2019年度）に、国の行政機関又は指定独立行政法人等が、規

則第19条第１項第１号に該当するとして、調査票情報を提供した件数は７件

となっている。また、同項第２号に該当するとして、調査票情報を提供した

件数は４件となっている。（表17、資料24及び資料25参照）。 

 

表17 法第33条の２の規定に基づく調査票情報の提供 

（令和元年度（2019年度）） 

統計調査 

所管府省名 

法第33条の２第１項該当件数 

学術研究の発展に資すると認められる場合 

（規則第19条第１項第１号） 

高等教育の発展に資すると

認められる場合 

（規則第19条第１項第２

号） 

 
大学等若し
くは公益社
団法人若し
くは公益財
団法人が行
う調査研究
又はこれら
の者が委託
若しくは共
同して行う
調査研究に
係る統計の
作成等を行
う者への提
供 

大学等に所
属する教員
が行う調査
研究、又は
当該教員が
これら以外
の者と共同
して行う調
査研究に係
る統計の作
成等を行う
者への提供 

大学等、公
益社団法人
又は公益財
団法人が費
用の全部又
は一部を公
募の方法に
より補助す
る調査研究
に係る統計
の作成等を
行う者への
提供 

国の行政機
関又は地方
公共団体そ
の他の執行
機関が、法
第 33条の２
第１項に規
定する相当
の公益性を
有するもの
として特別
な事由があ
ると認める
統計の作成
等を行う者
への提供 

総務省   4   0    3   1   0  0 

厚生労働省   1   0   1    0   0  0 

環境省   2     0     0    0   2  4 

合計   7    0   4       1   2  4 

  （注）令和元年（2019年）５月以降の実績である。 

 

３ 委託による統計の作成等の実施 

  法第34条においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人等は、その業

務の遂行に支障のない範囲内において、総務省令で定めるところにより、一
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般からの委託に応じ、その行った統計調査に係る調査票情報を利用して、学

術研究の発展に資する統計の作成等その他の行政機関の長又は指定独立行政

法人等が行った統計調査に係る調査票情報を利用して行うことについて相当

の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定めるものを行うこと（以

下「オーダーメード集計」という。）ができると規定されている。 

  上述の調査票情報を利用して行うことについて相当の公益性を有する統計の

作成等について、規則第27条第１項においては、学術研究の発展に資すると

認められる統計の作成等、教育の発展に資すると認められる統計の作成等及

び官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）第23条第３項の規定に

より指定された重点分野に係る統計の作成等が規定されている。 

  令和元年度（2019年度）末現在、国の行政機関及び指定独立行政法人等がオ

ーダーメード集計の対象としている統計調査は30調査（335年次分）となって

いる（資料26参照）。これらのうち、16調査については、法第37条の規定に

基づき、独立行政法人統計センターに委託してオーダーメード集計の結果を

提供している。 

  令和元年度（2019年度）のオーダーメード集計の提供件数は35件となってい

る（表18及び資料27参照）。 

 

表18 オーダーメード集計の結果の提供件数（令和元年度（2019年度）） 

統計調査 

所管府省等名 

オーダーメー

ド集計の結果

の提供件数 

 （参考） 

統計調査ごと

に計上した場

合の提供件数 

学術研究の発

展に資すると

認められる統

計の作成等 

教育の発展に

資すると認め

られる統計の

作成等 

官民データ活

用推進基本法

第23条第３項

の規定により

指定された重

点分野に係る

統計の作成等 

内閣府  1  1 0 0  1 

総務省 25 23 0 2 26 

厚生労働省  2  2 0 0  2 

国土交通省  5  3 0 2  5 

環境省  1  1 0 0  1 

日本銀行  1  1 0 0  1 

合計 35 31 0 4 36 
（参考） 
平成30年度

（2018年度）の
実績 

22 22 0 － 23 

（注１）１件の申出で複数の統計調査に係るオーダーメード集計の提供を受け付けている場合があるため、各省の

小計欄の合計と合計欄の数字は一致しないため、統計調査ごとに計上した場合の提供件数を参考値として記

載している。 

（注２）官民データ活用推進基本法第23条第３項の規定により指定された重点分野に係る場合については、法改正

（令和元年（2019年）５月施行）により拡大されたものであるため、平成30年度（2018年度）の実績はない。 

 

４ 匿名データの作成及び提供 

  法第35条第１項においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人等は、
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その行った統計調査に係る調査票情報を加工して、匿名データを作成するこ

とができると規定されており、同条第２項においては、国の行政機関の長は、

基幹統計調査に係る匿名データを作成しようとするときは、あらかじめ、統

計委員会の意見を聴かなければならないと規定されている。 

  また、法第36条第１項においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人

等は、総務省令で定めるところにより、一般からの求めに応じ、法第35条第

１項の規定により作成した匿名データを学術研究の発展に資する統計の作成

等その他の匿名データの提供を受けて行うことについて相当の公益性を有す

る統計の作成等として総務省令で定めるものを行う者に提供することができ

ると規定されている。 

  上述の匿名データの提供を受けて行うことについて相当の公益性を有する統

計の作成等について、規則第35条第１項においては、学術研究の発展に資す

ると認められる統計の作成等、教育の発展に資すると認められる統計の作成

等、国際社会における我が国の利益の増進及び国際経済社会の健全な発展に

資すると認められる統計の作成等並びに官民データ活用推進基本法第23条第

３項の規定により指定された重点分野に係る統計の作成等が規定されている。 

  令和元年度（2019年度）末現在、国の行政機関が匿名データの提供を行って

いる統計調査は７調査（52年次分）となっている（資料26参照）。これらの

うち、６調査については、法第37条の規定に基づき、独立行政法人統計セン

ターに委託して匿名データの提供を実施している。 

  令和元年度（2019年度）の匿名データの提供件数は26件となっている（表19

及び資料27参照）。 

 

表19 匿名データの提供件数（令和元年度(2019年度) ） 

統計調査 

所管府省名 

 

 

匿名データ

の提供件数 

 

（参考） 

統計調査ごとに

計上した場合の

提供件数 

学術研究の

発展に資す

ると認めら

れる統計の

作成等 

教育の発展

に資すると

認められる

統計の作成

等 

国際社会にお

ける我が国の

利益の増進等

に資すると認

められる統計

の作成等 

官民データ活

用推進基本法

第23条第３項

の規定により

指定された重

点分野に係る

統計の作成等 

総務省 17 16 1 0 0 19 

厚生労働省  9  7 2 0 0  9 

合計 26 23 3 0 0 28 
（参考） 

平成30年度（2018
年度）の実績 

49 47 2 0 － 63 

（注１）１件の申出で複数の統計調査に係る匿名データの提供を受け付けている場合があるため、統計調査ごとに計上した場合

の提供件数を参考値として記載している。 

（注２）官民データ活用推進基本法第23条第３項の規定により指定された重点分野に係る場合については、法改正（令和元年

（2019年）５月施行）により拡大されたものであるため、平成30年度（2018年度）の実績はない。 
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５ 調査票情報等の適正管理のための措置 

  法第39条第１項においては、調査票情報等を適正に管理するために必要な措

置として総務省令で定めるものを講じなければならないと規定されており、

同項各号において、対象機関ごとに当該措置を講じなければならない情報が

規定されている。 

  当該対象機関については、従来、国の行政機関の長、指定地方公共団体の長

及び指定独立行政法人等とされていたところ、平成30年改正法により事業所

母集団データベースに記録されている情報の提供を受けることができる機関

の範囲が拡大されたことに伴い、全ての公的統計の作成主体である行政機関

等（行政機関、地方公共団体又は独立行政法人等）に範囲が拡大されている。 

  対象機関が講じなければならない措置については、規則第41条において、主

体・対象となる情報ごとに組織的管理措置、人的管理措置、物理的管理措置、

技術的管理措置等のカテゴリーを設定し、それぞれ適正管理措置を講ずべき

具体的な措置内容を規定している。 

  国の行政機関、地方公共団体その他の執行機関、独立行政法人等及び受託者

（法第39条第１項各号に定める情報の取扱いに関する業務の委託を受けた者

その他の当該委託に係る業務を受託した者）においては、法第39条及び規則

第41条の規定に基づき、「調査票情報等の管理及び情報漏えい等の対策に関

するガイドライン」（平成21年２月６日総務省政策統括官（統計基準担当）

決定）を参考として、調査票情報等を適正に管理するための措置（管理簿の

整備、研修の実施、点検・監査の実施等）を講じている。 

  令和元年度（2019年度）には、過失により調査票を紛失するなどの管理上問

題がある事案が確認されたため、関係機関においては、調査票情報等の管理

の徹底について指導する等、再発防止に引き続き取り組んでいる。 
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資料 25 「調査票情報の二次利用及び提供」の活用事例 

（令和元年度（2019年度）） 

令和元年度における調査票情報の二次利用の件数は、119調査に係る 674件となっている。 

国の行政機関が、公的機関等へ調査票情報を提供した件数（法第 33 条第１項第１号に該当す

るもの）は、90調査に係る 2,000件（提供先別の内訳は、国：175件、地方公共団体：1,683件、

大学：36件、独立行政法人等その他：106件）となっており、公的機関等が行う統計の作成等と

同等の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定めるものを行う者への提供件数（法第 33

条第１項第２号に該当するもの）は、61調査に係る 218件（提供先別の内訳は、国：５件、大学：

176件、独立行政法人等その他：37件）となっている。 

具体的な利用目的等の例は、表１のとおり、各種政策の立案等に係る基礎資料として活用され

ており、①白書や年次報告書等の作成のために用いる場合、②審議会等で利用する資料作成のた

めに用いる場合、③国政・地方行政の各種基本計画等の作成に用いる場合、④統計調査等のため

に用いる場合（統計調査の名簿作成及びプレプリント、調査手法や推計方法等の検討、加工統計

（国民経済計算、県民経済計算等）の作成等）などに分類できる。 

（備考）１ 提供先別の内訳について、機関に所属する者が法第 33 条第１項第２号の規定に基づき調査票

情報の提供を受ける場合も、所属する機関の分類に含めて整理している。 

２ 法改正後の調査票情報の利用実績については、ミクロデータ利用ポータルサイト（miripo）を

参照。 

 （https://www.e-stat.go.jp/microdata/jisseki） 

３ 法改正前のオーダーメード集計及び匿名データを利用した研究事例については、（独）統計セン

ターＨＰを参照。

（http://www.nstac.go.jp/services/jisseki.html）

４ 指定地方公共団体（令和２年３月末現在で、47 都道府県及び 20 指定都市）が実施した統計調

査に係る調査票情報については、当該地方公共団体の条例の規定に基づき二次利用等が行われて

いる。なお、オーダーメード集計及び匿名データに関する規定を定めている地方公共団体も少数

みられるが、これまでのところ利用実績は無い。 
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表１ 「調査票情報の二次利用及び提供」の具体例（令和元年度） 

（所管府省） 
統計調査名 

提供先 
（注１） 

調査票情報の利用目的 

類型 
（注２） 

概要 

（内閣府）    

消費動向調査 － 統計調査 

消費動向調査におけるオンライン調査導入後の検証等を
行うため、①回収状況と世帯属性等の特徴、②回答結果と世
帯属性等との関係性、③脱落状況（調査対象世帯が調査期間
（15 か月）内に調査非協力となる度合い）と世帯属性等の
関係性、④不完全回答（＝疑義照会件数）率の分析、⑤回答
方法による回答傾向の変化の有無について分析するために
利用 

（総務省）    

国勢調査 － 統計調査 各種統計調査の調査区域となる調査区の境界確認に利用 

就業構造基本調査 独立行政法人 その他 

統計データ利活用推進・支援の一環として、人口減少対
策、県民所得の解決に向けた要因分析について研究分析す
るために利用 

全国消費実態調査 厚生労働省 その他 
 介護保険制度の改正に向けて、関係審議会等において検
討するための基礎資料の作成に利用 

小売物価統計調査 地方公共団体 統計調査 地方公共団体における消費者物価指数等の作成に利用 

住宅・土地統計調査 地方公共団体 その他 
地方公共団体における空き家対策の検討に資するための

基礎資料の作成に利用 

経済センサス－基
礎調査 

地方公共団体 その他 
市内の経済活動状況を把握し、地域分析等に資する資料

の作成に利用 

経済センサス－活
動調査 

地方公共団体 統計調査 各種統計調査の調査対象名簿の作成に利用 

（財務省）    

法人企業統計調査 
総務省又は 

経済産業省 
統計調査 

本調査によって得られた結果を「情報通信業基本調査」の
調査事項の一部に代替 

（文部科学省）    

学校基本調査 地方公共団体 その他 
地方交付税法（昭和 25年法律第 211号）に基づく基準財

政需要額の算定基礎を算出するための統計の作成に利用 

児童生徒の問題行
動・不登校等生徒指
導上の諸課題に関
する調査 

地方公共団体 その他 

児童・生徒の問題行動等について、地方公共団体内の全公
立学校の状況を分析・実態把握を行い、児童・生徒の問題行
動等の未然防止、早期発見・早期対応に係る施策の企画・立
案・実施・評価を行うために利用 

（厚生労働省）    

賃金構造基本統計
調査 

地方公共団体 その他 

地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）に規定する趣旨
に基づき、県職員の給与制度を検討する基礎資料として、県
内の民間賃金の実態把握に利用 

国民生活基礎調査 － その他 
後期高齢者の窓口負担のあり方について検討するために

利用 

薬事工業生産動態
統計調査 

地方公共団体 統計調査 地方公共団体における鉱工業指数の作成に利用 

介護サービス施設・
事業所調査 

－ 
審議会等 

その他 

「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤整備の進捗
状況を確認するために利用 

人口動態調査 － その他 

インフルエンザの流行に関する総合的な情報を迅速に把
握し、国民の健康福祉に必要な統計を作成し、今後のインフ
ルエンザ対策に役立てるため。 

国民健康・栄養調査 独立行政法人 統計調査 
「ダイオキシン類や重金属等食品中の汚染物質に関する

安全性確保のための事業」の一環として利用 
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（所管府省） 
統計調査名 

提供先 
（注１） 

調査票情報の利用目的 

類型 
（注２） 

概要 

（農林水産省）    

農林業センサス － 基本計画 
次期基本計画策定作業に関連して過去の統計データに基

づく今後の稲作農家の動向に係る分析に利用 

木材統計調査 地方公共団体 統計調査 地方公共団体における鉱工業指数の作成に利用 

農業経営統計調査 － 基本計画 
食料・農業・農村基本計画の改定に伴い示す「農業経営

モデル」の策定に当たっての基礎資料の作成に利用 

（経済産業省）    

経済産業省生産動
態統計調査 

地方公共団体 統計調査  地方公共団体における産業連関表の作成に利用 

経済産業省企業活
動基本調査 

独立行政法人 その他 
企業活動のグローバル化と国内生産ネットワークの関係

とその時間的推移の分析に利用 

工業統計調査 内閣府 統計調査 

「国民経済計算」の年次推計の一環として、①財貨・サ
ービスの供給と需要表、②経済活動別の国内総生産・要素
所得表、③経済活動別財貨・サービス産出表の作成に利用 

経済センサス－活
動調査 

地方公共団体 その他 
中心市街地活性化基本計画の事業の進捗や効果検証を行

うに当たっての基礎資料の作成に利用 

工場立地動向調査 国土交通省 その他 
地方整備局管内における道路整備効果を把握するために

利用 

（国土交通省）    

建築着工統計調査 － 基本計画 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
（平成 18年法律第 91号）の法改正等を検討するための基
礎資料の作成に利用 

パーソントリップ
調査 

地方公共団体 基本計画 

高齢者や子育て世代等のモビリティを継続して確保して
いくための方策について検討するに当たり、公共交通の整
備優先度の高い地域や需要を把握するために利用 

宿泊旅行統計調査 地方公共団体 その他 

県内の宿泊施設の宿泊状況を把握し、受入環境整備や県
内各地の観光資源開発・魅力向上のための今後の取り組み
の参考となる基礎資料の作成に利用 

全国輸出入コンテ
ナ貨物流動調査 

－ その他 

地方整備局管内の港を利用する輸出入コンテナ貨物の流
動実態を把握し、港湾整備事業における費用対効果分析を
行うための基礎資料の作成に利用 

訪日外国人消費動
向調査 

独立行政法人 その他 
地域別インバウンドの現状分析に係る基礎資料の作成に

利用 

（環境省）    

家庭部門の CO2 排
出実態統計調査 

－ その他 

家庭からの温室効果ガス排出量に影響を及ぼす構造的な
要因を把握し、今後の温暖化対策立案に資する基礎資料の
作成に利用 

（注）１ 「提供先」が統計調査の所管府省と同一の場合（調査票情報の二次利用の場合）は、「－」としている。 

２ 主として用いられている「類型」は以下のとおり 

・白書：白書や年次報告書等の作成のために用いる場合 

・審議会:審議会等で利用する資料作成のために用いる場合 

・基本計画：国政・地方行政の各種基本計画等の作成に用いる場合 

・統計調査：統計調査等のために用いる場合（統計調査の名簿作成及びプレプリント、調査手法や推計方法

等の検討、加工統計（国民経済計算、県民経済計算等）の作成等） 

・その他：上記以外 

（複数に該当する場合もあるが、本表では主なもののみを記載） 
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また、法改正により、新たに規定が設けられた法第 33 条の２第１項に基づき調査票情報を提

供した件数は、７調査に係る 11件（提供先別の内訳は、大学：11件）となっている。 

 具体的な利用目的等の例は、表２のとおりである。 

 
表２ 「法第 33条の２に基づく調査票情報の提供」の具体例（令和元年度） 

（注） 機関に所属する者が個人として統計法第 33 条の２第１項の規定に基づき調査票情報の提供を受ける場合は、

所属する機関の分類に含めている。 

 

 

（所管府省） 
統計調査名 

提供先 調査票情報の利用目的 

（総務省）   

就業構造基本調査 大学 

高齢化による労働移動の低下が、産業構造の円滑な調整、地域経済社
会の機能維持にとってどの程度深刻か、発展途上国の急成長のような
海外からのショックに対し、高齢化した社会は対応できるのかなど、国
際的に重要な課題の議論に資する基盤的な情報を得るため、個人の属
性、とりわけ年齢に応じた人の地域・産業間の移動について分析 

社会生活基本調査 大学 

夫婦間の時間配分に関する経済理論予測に基づき、夫婦の属性等が
家庭内生産時間の配分にもたらす効果を実証的に検証するとともに、
日本における夫婦間の家事・育児負担の平等化を考察するための基礎
資料の作成に利用 

全国消費実態調査 大学 

世帯支出におけるクレジットカード等決済比率を時系列でまとめ、
今後のキャッシュレス化の進度の予測に寄与する統計データの作成に
利用 

（厚生労働省）   

賃金構造基本統計
調査 

大学 

最低賃金引き上げの影響を受ける労働者割合の業種間・地域間の変
動を利用し、近年の最低賃金の引き上げが、労働市場及び企業経営に与
える影響について検証し、今後の最低賃金政策のあり方を考察するた
めの基礎資料の作成に利用 

（環境省）   

家庭部門の CO2 排
出実態統計調査 

大学 

住宅のエネルギー需要を推計するモデルを使用し、住宅におけるエ
ネルギー消費量、二酸化炭素排出量の実態を表すデータ、住宅、世帯
構成、家電製品所有状況、設備種別など、エネルギー消費量、二酸化
炭素排出量の決定要因に関するデータを用いた分析に利用 

家庭からの二酸化
炭素排出量の推計
に 係 る 実 態 調 査 
試験調査 

大学 

低炭素社会の実現に向けた地域における自然的社会的条件に応じた
温室効果ガスの排出抑制施策の方向性を見出すため、「家庭における
エネルギー消費量の動向分析」を実施 
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